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➢ 経営資源の一つ「ヒト」（経営者と従業員）に着目
＋女性の特性（性差、母性と父性、女性脳と男性脳など）の戦略的活用

➢ 女性の特性を活かした女性経営者の経営戦略モデル
（背景：経営者の高齢化と女性経営者の増加）

 ＋女性の特性を活かした女性従業員の経営戦略モデル
（背景：女性活躍推進法の施行（2015年9月～10年間））
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【研究テーマ】

経営理念
事業承継
（※成果有）
多角化
新分野進出
M&A
ﾘｽﾄﾗｸﾁｬﾘﾝｸﾞ
（事業再構築）
etc…

新規事業開発
海外進出
人事戦略
etc…

マーケティング
営業/販売
マッチング
生産/調達
etc…

研究チーム

◆総論

◆第一部
全社レベル
県立大・近藤

◆第二部
事業レベル
会津大・加藤

◆第三部
二松學舍大・

小久保
県立大・三好

●研究テーマ別に研究チームを構築
☞岩手県立大学全学競争研究費（期間は3年間）

●連携予定先
女性経営者支援：全国版「ものづくりなでしこ」
女性従業員支援：各地の女性支援団体

研究大テーマ「女性の特性を活かした経営戦略モデルの構築」
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図2 本研究課題実施に向けた研究体制図

一般社団法人ものづくりなでしこと、実態調査（アンケート調査及び
インタビュー調査）などに関する共同研究を締結（2023年度）

研究代表者の率いるグループ
リーダー：三好純矢・岩手県立大学総合政策学部准教授
専門分野：マーケティング論など
担当領域：機能戦略領域
実施項目：研究活動全体の調整と推進、個別研究テーマの実施

研究分担者の率いるグループ
リーダー：近藤信一・岩手県立大学総合政策学部准教授
専門分野：経営戦略／国際経営戦略論など
担当領域：全社戦略領域
実施項目：個別研究テーマの実施

研究分担者の率いるグループ
リーダー：小久保欣哉・二松学舎大学国際政治経済学部准教授
専門分野：イノベーション論／国際経営戦略論
担当領域：全社戦略領域、事業戦略領域
実施項目：個別研究テーマの実施

研究分担者の率いるグループ
リーダー：加藤秋人・会津大学短期大学部准教授
専門分野：経済地理学／産業集積論など
担当領域：事業戦略領域
実施項目：個別研究テーマの実施

先行研究の研究者グループ①
鹿住倫世・専修大学商学部教授
田地則子・法政大学経営学部教授
福島 路・東北大学経済学研究科教授
実施項目もしくは役割：

研究活動に関する意見交換及び情報交換
データ分析及びモデルに対する意見交換

先行研究の研究者グループ②
加藤敦・同志社女子大学現代社会学部特任教授
三宅えり子・同志社女子大学現代社会学部特任教授
実施項目もしくは役割：

研究活動に関する意見交換及び情報交換
データ分析及びモデルに対する意見交換

《本研究申請チーム》
緊密な研究連携体制の構築
・全体会議の実施（年数回）
・WS、部会の実施（定期的）
・メーリングリストの作成
・データ共有のシステムの構築（クラウド）

岩手県中心のものづくり中小企業の女性経営者グループ
「モノづくりなでしこEast Japan」
新宮由紀子（㈱長島製作所 代表取締役）…岩手県一関市
千田ゆきえ（㈱千田精密工業 代表取締役）…岩手県奥州市
佐藤智栄 （㈱サトウ精機 代表取締役社長）…岩手県花巻市
山﨑裕子 （山﨑ダイカスト㈱ 取締役）…秋田県美郷町
実施項目もしくは役割：アンケート調査及びインタビュー調査の実施協力

モデル検証企業の候補先選定と調整
研究成果の会員企業への還元 等

ものづくり中小企業の全国的女性経営者グループ（連携確認済）
「一般社団法人ものづくりなでしこ」
代表理事 渡邊弘子（富士電子工業㈱ 代表取締役社長）
副代表理事 手塚加津子（昭和電気鋳鋼㈱ 代表取締役社長）
副代表理事 伊藤麻美（日本電鍍工業㈱ 代表取締役社長）
実施主体：同事務局（担当者；金澤亜希子氏、石川好恵氏）
実施項目もしくは役割：アンケート調査及びインタビュー調査の実施協力

モデル検証企業の候補先選定と調整
研究成果の会員企業への還元 等

中小企業家同友会全国協議会・岩手中小企業家同友会
全国：女性リーダー 白川亜弥（㈱白川プロ 代表取締役社長）
岩手：女性部会長 村松直子（信幸プロテック㈱ 専務取締役）
実施主体：各事務局
実施項目もしくは役割：アンケート調査及びインタビュー調査の実施協力

モデル検証企業の候補先選定と調整
研究成果の会員企業への還元 等

【学術サイド】

意見・情報交換 意見・情報交換

【産業サイド】

成
果
還
元
と
成
果
普
及

研
究
実
施
協
力

《地域組織との連携（連携確認済）》

《全国的組織及び地域組織との連携（連携確認済）》

《全国的組織との連携》
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◆研究大テーマ：女性活躍時代における女性の特性を活用した経営戦略モデルの構築
◆研究中テーマ：女性経営者の経営戦略モデルの構築
◆研究小テーマ：女性経営者の人材(財)戦略（全社戦略レベル）
・理論的背景（※アンケート調査の分析にも活用します）

戦略経営（競争論/米国式経営）☛HRM(はHuman Resource Management、人的資源管理)、人的資本経営など
 人材を経営資源(ヒト)として捉え、管理・運用する考え方

理念経営（組織論/日本式経営）☛人財戦略（年功序列、終身雇用、企業内労働組合（＋新卒一括採用、社内人財育成））

 経営資源のヒトを人“財”（企業の資産）と捉えて組織運営をする考え方

➢ 既存ｱﾝｹｰﾄ調査の抽出
✓ 採用に関するｱﾝｹｰﾄ
✓ 育成に関するｱﾝｹｰﾄ
✓ 管理に関するｱﾝｹｰﾄ
✓ 抽出条件

公的機関による実施
経年実施されている

➢ 質問項目の集約

➢ 本研究の質問票作成

ｱﾝｹｰﾄ調査票作成 ｱﾝｹｰﾄ調査の実施
(定量データの収集)
➢ 実施協力

「ものづくりなでしこ」
➢ アンケート回答者
✓ 会員＋BOURGEON会員

⇒女性経営者の回答
↑ ↑ ↑

比較分析（レーダー
チャート、量的分析）

↓ ↓ ↓
✓ サポーター会員

⇒男性経営者の回答

ｲﾝﾀﾋﾞｭｰ調査の実施
(定性データの収集)
➢ 女性回答者へのインタ

ビュー調査の実施
 ①代表事例 数社
✓全体回答に近い回答を

している女性経営者
 ②極端事例
✓全体回答と異なる回答
をしている女性経営者

(Eisenhardt, K.M. (1989b))

↓ ↓ ↓
マルチ分析（一致法・差
異法による質的分析）

女
性
経
営
者
の
人
材(

財)
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略
の
要
素
の
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出

女
性
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営
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の
人
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戦
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モ
デ
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作
成

※経営資源「ヒト」の表記について
✓ 戦略経営では、ヒトは戦略達成のためのツールと捉

えることから「人材」と表記することが多い
✓ 理念経営では、ヒトは組織を形成する財産であるこ

とから「人財」と表記することが多い
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アンケート調査実施主体 アンケート調査名／媒体名

「育成」に関する既存アンケート調査

経団連  人材育成に関するアンケート調査結果

東京商工会議所 研修･教育訓練、人材育成に関するアンケートの集計結果について

HRpro 人材育成・研修全般のHR総研調査レポート一覧

独立行政法人労働政策研究・研修機構 人材育成と能力開発の現状と課題に関する調査（企業調査）

株式会社タナベコンサルティング 「2023 年度 人材採用・育成制度に関するアンケート調査」結果

「教育」に関する既存アンケート調査

東京商工会議所 研修･教育訓練、人材育成に関するアンケートの集計結果について

産労総合研究所 2021年度 教育研修費用の実態調査

経済同友会 企業の教育・人材に関するアンケート調査

「採用」に関する既存アンケート調査

厚生労働省 採用における人材サービスの利用に関するアンケート調査

東京商工会議所 企業における 採用・人材育成・教育支援に 関するアンケート調査結果

一般財団法人 明石市産業振興財団 人材確保に関するアンケート 調査結果

エン・ジャパン株式会社 022年「企業の人材不足」実態調査 ―人事向け情報サイト『人事のミカタ』アンケート

株式会社帝国データバンク 企業が求める人材像アンケート

「昇進」に関する既存アンケート調査

日経ビジネス 昇進承諾度、5割未満　なり手不足が迫る

ビジネスコーチ株式会社 昇進・昇格に関する社員意識調査2023 

株式会社リクルート 企業の人材マネジメントに関する調査2023「人材の評価」「賃金・報酬」「昇進・昇格」制度編

「管理」に関する既存アンケート調査

日本能率協会マネジメントセンター 管理職の実態に関するアンケート調査

株式会社リクルートマネジメントソリューションズ マネジメントに対する人事担当者と管理職層の意識調査2023年

内閣官房内閣人事局 管理職のマネジメント能力に関する アンケート調査 結果概要（最終報告

株式会社リクルート 企業の人材マネジメントに関する調査2023 人材配置・異動編

参考 「人材」に関する既存アンケート調査 (「人財」でのアンケート調査は抽出できず)

《アンケート回答者の属性》
1. 性別
2. 年齢
3. 経営者、経営幹部（部長相当

職以上）、その他
4. 製造業、その他
5. 地域（都市部、地方部）
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今回実施したアンケート調査

①「採用」に関するアンケート調査 ☛ 回答数69件
②「育成・教育」に関するアンケート調査 ☛ 回答数50件
③「管理・昇進」に関するアンケート調査 ☛ 回答数44件

• 調査対象：ものづくりなでしこ会員（なでしこ会員（女性
経営者）、BOURGEON会員（女性後継者）、サポーター
法人/個人会員（男性経営者が多い、ただし女性活躍に理解
ある方と推察））

• 発信方法：事務局よりのメール送信先 198件
• 送信回数：単独メール×２回、「なでしこ通信」×6回
• 実施方法：Google フォーム
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今回実施したインタビュー調査先一覧
➢ 質的調査に

ついては、
アンケート
調査の中で
インタ
ビュー調査
に応じてい
ただける回
答項目を設
定し、その
中で女性経
営者8名に
対してイン
タビュー調
査を実施し
た。

出所）東京商工リサーチ企業情報より筆者作成、ただしタイホーエンジニアリング㈱は会社HPと訪問時の同社提供資料などより作成 7

図表 インタビュー調査実施先一覧

企業名 小松ばね工業㈱ ディンク㈱ ㈱ミューテック35 新熱工業㈱

本社所在地 東京都大田区 大阪府八尾市 東京都日野市 茨城県ひたちなか市

資本金 100,000 千円 10,000 千円 17,000 千円 30,000 千円

従業員数 44 人 11 人 21 人 55 人

主業種名
金属製スプリング製

造業

化学機械・同装置製

造業

アルミ・同合金プレ

ス製品製造業

その他の民生用電気

機械器具製造業

インタビュー調査日時 2024年10月10日 2024年10月7日 2024年10月11日 2024年11月5日

インタビュー調査形式 対面 対面 対面 対面

企業名 ㈱西野精器製作所 昭和電気鋳鋼㈱ オグラ金属㈱
タイホーエンジニア

リング㈱

本社所在地 茨城県ひたちなか市 群馬県高崎市 栃木県足利市 東京都港区

資本金 10,000 千円 100,000 千円 99,000 千円 30,000 千円

従業員数 81 人 92 人 169 人 3人

主業種名
自動車部分品・附属

品製造業
鋳鋼製造業

金属プレス製品製造

業

 熱処理設備や燃焼機

器および耐火物など

の製造および販売

インタビュー調査日時 2024年10月18日 2024年10月31日 2024年10月28日 2024年9月20日

インタビュー調査形式 オンライン 対面 対面 対面



• 生成AI（ChatGPT）を活用した分析方法を使用した。

• 手順としては、①各社のインタビュー調査データの作成、②各社のイ
ンタビュー調査内容を質問項目毎に整理し直し、③ChatGPTにイン
プット、という手順である。その上で、筆者がインタビュー調査を勘
案し、加筆修正を行った。

• ただし、質問項目間のリンクについては、生成AIでの因果推論は困難
であった。なお、生成AIを活用したアンケート調査など実態調査の分
析手法に関する論考が出始めている

• 参考文献：柏村祐（2024）「AIを活用したアンケート分析の進化と
企業戦略立案への貢献～顧客理解の深化から戦略立案まで～」LIFE 
DESIGN REPORT2024.9、第一生命経済研究所など）

A社 質問①、質問②、質問③… →置き換え→ 質問① A社、B社…

B社 質問①、質問②、質問③… →置き換え→ 質問② A社、B社…

インタビュー調査データの分析方法



属性⑤
御社の「本社所在地」について 、該当するものにチェッ
クをお願いします。
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属性①
ご回答者の「性別」について 、該当するものにチェック
をお願いします。

属性②
ご回答者の「年齢」について 、該当するものにチェック
をお願いします。

属性③
ご回答者の「経営との関わり」について 、該当するもの
にチェックをお願いします。

属性④
御社の「業種」について 、該当するものにチェックをお
願いします。
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やや苦戦非常に苦戦

採用の予定なし

単位：％
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今回調査

➢ 苦戦はしているものの、既存アンケート（男性経営
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➢ 当たり前であるが「女性」、そして「外国人」の採
用が多い☛ダイバーシティ経営の促進か
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1.採用状況について
①ここ数年の採用は順調に行われていますか。該当する
ものにチェックをお願いします。

1.採用状況について
②今後採用を広げたい人材について 、該当するものに
チェックをお願いします。 （複数可）

①「採用」に関するアンケート調査
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人柄である

明るい性格である

専門的なスキルを持っ

ている

前向きな考え方が出来

る

行動力がある

精神的にたくましい

主体性がある

忍耐力がある

単位：％

既存調査 今回調査

➢ 誠実かつ真面目な人柄、前向きで行動力がある
が多い

0

20

40

60

従業員の成果を評価する仕組

みづくり

わかりやすい昇進や給与体系

の整備

労働時間の縮減など労働条件

の改善 

従業員の能力･適性に応じた作

業負担の軽減 

社内の情報共有・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの

向上

働きやすい事務室の改善や工

場の安全対策など環境整備

その他

単位：％

既存調査

今回調査

➢ 従業員の作業負担の軽減／業務負担の軽減は低い
➢ 一方、情報共有/コミュニケーションの向上、働

きやすい職場環境については多い

11

1.採用状況について
③求める人材像について、該当するものにチェックをお
願いします。（複数回答、3つまで）

1.採用状況について
④人材定着のため、どのような点を重視し人材活用を進
める予定ですか。該当するものにチェックをお願いしま
す。（複数回答）



0

20

40

60

80

人材採用を強化
既存の業務を効率化する

（ICT化、標準化等）

既存社員の教育、能力向上

社員のモチベーション向上の

ため、処遇見直し

不必要な業務をやめる（アウ

トソーシングを含む）

部署間・社員間の業務を平準

化

経営者や管理職が作業を補う

残業・休日出勤等で対応
会議時間短縮など、時間の使

い方の見直し

社内意思決定の簡素化

他社と人材を融通し合う

取引先との非効率・不合理な

商慣習を見直す

特に何もせず、状況を見る

拠点・部署を減らして、人員

を集約化

その他

単位：％

既存調査 今回調査

12

2.人材不足への対応について
①現在、人材が不足している部門が「ある」と考えてい
る方に伺います。人材不足の状況に対して、どのような
対策をお考えですか。 該当するものにチェックをお願い
します。  （複数回答）

0

10

20

30

40

50

60

ITや機械化による業務効率

化

給与・賞与の引上げ

定年延長

従業員の仕事の兼務 

新卒採用活動の強化 

中途採用の強化 

派遣社員の活用 

業務の外注 

生産拠点の海外移転 

その他 

単位：％

既存調査

今回調査

➢ 人材不足対策に性差はあまり感じられない
➢ （効率化が高いが、「ものづくりなでしこ」

の会員の意識の高さを反映と推測される）

2.人材不足への対応について
②現在、人材が不足している部門が「ある」と考えてい
る方に伺います。人材不足の状況に対して、組織的にど
のような対応をお考えですか。該当するものにチェック
をお願いします。（複数回答）

➢ 既存アンケート（男性経営者中心）は「人材採用を
強化」するのに対して、今回アンケート（女性経営
者中心）では「既存社員の教育と能力向上」「モチ
ベーション向上と処遇見直し」と生産性の向上、意
欲の向上で対応



0

20

40

60

80

社員の就労意識の多様化

（ダイバーシティ経営の推

進）

デジタル技術の進展

社員の職業人生の長期化

（人生100年時代への対応）

事業のグローバル化の進展

オープンイノベーション

（外部との連携）の広がり

その他

単位：％

既存調査

今回調査

13

1.人材育成の現状と課題
①人材育成施策の環境変化への対応状況について 、該当
するものにチェックをお願いします。

0

20

40

60

対応できている

対応できていない 部分が

あり、すで に対応策を検

討 または取り組んで いる

対応できていない 部分が

あり、見直 しが必要 

自社の現状の把握・分析が 

できていない 

単位：％

既存調査

今回調査

➢ 人材育成への対応状況に性差は見られなかった

1.人材育成の現状と課題
②対応が必要となっている要因について 、該当するもの
にチェックをお願いします。（複数回答）

②「育成・教育」に関するアンケート調査

➢ 既にダイバーシティに取り組んでいたり、グローバル
化への対応が進んでいるため、課題は少ない



14

0

20

40

60

80

100

人材育成の方針や戦略の見直

し

人材育成に関する予算の見直

し

経営トップや人事部門からの

メッセージの発信

人材育成施策の対象の重点化

Ｏｆｆ‐ＪＴの見直し・拡充

自己啓発支援の見直し

外部との連携や外部委託によ

る研修プログラムの実施・…

ＯＪＴの見直し

単位：％

既存調査

今回調査

1.人材育成の現状と課題
③人材育成施策の見直しについて 、該当するものに
チェックをお願いします。（複数回答）

➢ 女性経営者は事前に対応するため、施策の見直しに
ついては全ての項目で回答が少ない

2.社員の自律的なキャリア形成に向けた取組み
①社員のキャリア形成の現状について 、該当するものに
チェックをお願いします

0

20

40

60

一部の社員が自律的にキャ

リアを形成している一方、

多くの社員は会社（人事・

上司）主導となっている

総じて会社（人事・上司）

主導によって

キャリア形成が行われてい

る

多くの社員が自律的にキャ

リアを形成している一方、

一部の社員は会社（人事・

上司）主導となっている

総じて社員が自律的にキャ

リアを形成している

自社の現状の把握・分析が

できていない

単位：％

既存調査

今回調査

➢ 「会社主導」でないと回答した企業が多くなって
いる。
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2.社員の自律的なキャリア形成に向けた取組み
②社員のキャリア形成に向けた今後の方針について 、該
当するものにチェックをお願いします。

0

20

40

60

社員本人の自律性を重視した

キャリア形成を基本とする

社員本人の自律性を重視した

キャリア形成を基本としなが

ら、特定層の社員に対して

は、会社が積極的に関与する

会社の主導によるキャリア形

成を基本としながら、社員本

人の意向もできるだけ尊重す

る

会社主導によるキャリア形成

を基本としながら、

特定層の社員については、社

員本人の意向を尊重する

会社主導によるキャリア形成

を基本とする

その他

単位：％

既存調査 今回調査

2.社員の自律的なキャリア形成に向けた取組み
③支援の強化が最も必要な対象層について 、該当するも
のにチェックをお願いします。

0

20

40

60

若年層〈新入社員～30歳程

度〉

中堅層〈30～40歳程度〉

ミドル管理職層〈40～50歳

程度〉

ミドル非管理職層〈40～50

歳程度〉

シニア管理職層〈50歳以

上〉

シニア非管理職層〈50歳以

上〉

その他

単位：％

既存調査 今回調査

➢ 女性経営者は中堅層/ミドル管理層に期待している
➢ 前問で「会社主導でない」との回答が多く、社員の自

律性を重視したキャリア形成を基本とするとの回答が
多く、関連して「会社は積極的に関与する」と回答し
た企業は少ない
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2.社員の自律的なキャリア形成に向けた取組み
④社員の異動（配置転換・転勤）の方針について 、該当
するものにチェックをお願いします。

0

20

40

60

80

社員本人の意向や要員計画等

を総合的に考慮して実施する

社員本人の意向を可能な限り

優先して実施する

要員計画等を基本として実施

する

社員本人の意向を最優先して

実施する

その他

単位：％

既存調査 今回調査

2.社員の自律的なキャリア形成に向けた取組み
⑤社員本人の意向を重視する施策において、検討してい
るまたは検討したい制度について、該当するものに
チェックをお願いします。（複数回答）

0

20

40

60

社内公募制度

海外・国内留学制度

海外赴任制度

他企業や自治体等への出向

制度

フリーエージェント制度

社内インターンシップ制度

社内兼業・副業制度

その他

単位：％

既存調査 今回調査

追記；検討している制度は無い  38％

➢ 社員の異動については、「社員本人の意向を可能な限
り優先して実施する」との回答が多い ➢ 会社は関与しないことを基本としているからか、外部

（社外）制度の検討はしていないが、内部（社内）の
制度を活用検討している回答が多い



0

10

20

30

40

50

60

70

「学ぶ姿勢」と「育成」

の双方を同様に評価し、

処遇に反映する仕組みが

ある

「学ぶ姿勢」をより評価

し、処遇に反映する仕組

みがある

「育成」をより評価し、

処遇に反映する仕組みが

ある

どちらも評価・処

遇していない

単位：％

既存調査

今回調査
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3.能力開発に向けた取組み
社員の能力開発（Off-JTや自己啓発）の方針について、
該当するものにチェックをお願いします。

0

20

40

60

社員の自発的な意思で受講するプ

ログラムを拡充し、会社の指示で

受講するものは縮小する

社員の自発的な意思で受講するプ

ログラムは拡充し、会社の指示で

受講するものは現状維持

社員の自発的な意思で

受講するプログラムも、

会社の指示で受講するものも拡充

する

会社の指示で受講する

研修プログラムを拡充し、社員の

自発的な意思で受講するものは縮

小する

会社の指示で受講する

研修プログラムは拡充し、社員の

自発的な意思で受講するものは現

状維持

どちらも現状維持

単位：％

既存調査

今回調査

4.人材育成に向けた環境整備
①社員の学ぶ姿勢や部下・後輩の育成を評価し、処遇に
反映する仕組みの有無について、該当するものにチェッ
クをお願いします。

➢ 社員の能力開発には、自発的なプログラムも、会社の
指示で受講するものも拡大。積極的な能力開発を行う。
→社員の自主性・自立性を尊重しつつ、人材への積極
的な投資

➢ 「育成」（能力獲得≒結果）よりも「学ぶ姿勢」（意
欲）を評価する傾向がある。



0

20

40

60

80

100

上司

人事

先輩・同僚（同

じ部署）

経営トップ
先輩・同僚（他

の部署）

外部機関

その他

単位：％

既存調査

今回調査
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4.人材育成に向けた環境整備
②社員の学ぶ姿勢や部下・後輩の育成を評価し、処遇に反
映することについての今後の方針について、該当するもの
にチェックをお願いします。

0

20

40

60

80

「学ぶ姿勢」と「育

成」ともに処遇への反

映を強めていきたい

「学ぶ姿勢」をより処

遇へ反映させたい

「育成」をより処遇へ

反映させたい
見直しは考えていない

その他

単位：％

既存調査 今回調査

4.人材育成に向けた環境整備
③社員との個別のコミュニケーションで最も重視してい
る実施主体について、該当するものにチェックをお願い
します。

➢ 「学ぶ姿勢」（意欲）と「育成」（成果）を共に
処遇に反映させる意向が強い

➢ 既存のアンケート調査では「上司」が圧倒的に多いが、
女性経営者ではトップも含めて組織全体でのコミュニ
ケーションが重要と考えている。



0

20

40

60

80

100

上司と部下が定期的に行う

面談

目標管理制度

キャリア面談制度

自己申告制度

メンター制度

その他

単位：％

既存調査

今回調査

0

20

40

60

80

100

研修受講や自己啓発等に取り組

む社員を支援する企業・職場風

土の醸成

業務プロセスの改善などによる

労働時間削減

研修受講や自己啓発等に利用で

きる休暇制度

研修受講や自己啓発等に利用で

きる時短勤務制度

研修受講や自己啓発等に利用で

きる休業制度

その他

特に必要とは考えていない

単位：％

既存調査

今回調査
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4.人材育成に向けた環境整備
⑤効果があると考えているコミュニケーションの方法
（実施主体は「上司」）について、該当するものに
チェックをお願いします。（複数回答）

4.人材育成に向けた環境整備
⑥学ぶ時間の確保に向けた施策について、該当するもの
にチェックをお願いします。（複数回答）

➢ 「上司」を主体とするコミュニケーション
については、特に制度的なものに対して否
定的な傾向がある

➢ 育成は社員本人の自立性を尊重し、会社は積極的に
関与しない傾向があるため、「業務プロセスの改善
などによる労働時間の削減」も含めて、会社は施策
（制度）重視していない傾向がある



0

20

40

60

80

100

会社主催の研修

外部機関主催の研修

社員同士の学び合いの場へ

の参加

社内試験のための自発的な

学習

職務遂行能力を高めるため

の自発的な学習

現在の職務と直接的に関係

しない自発的な学習

単位：％

既存調査

今回調査

0

20

40

60

80

100

会社主催の研修

外部機関主催の研修

社員同士の学び合いの場

への参加

社内試験のための自発的

な学習

職務遂行能力を高めるた

めの自発的な学習

現在の職務と直接的に関

係しない自発的な学習

単位：％

既存調査

今回調査
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4.人材育成に向けた環境整備
⑦各種研修の受講や自発的な学習に費やした時間の取扱い
（労働時間として扱っている）について、該当するものに
チェックをお願いします。（複数回答）

4.人材育成に向けた環境整備
⑧各種研修の受講や自発的な学習に費やした時間の取扱
い（労働時間として扱っていない）について、該当する
ものにチェックをお願いします。（複数回答）

➢ 「労働時間として扱っている」については大きな差
はみられなかった。

➢ 「労働時間として扱っていない」では該当する項目が
少ない→会社が積極的な支援をしている



0

20

40

60

データベースがあり、経営層や

人事部門のみで管理している

データベースがあり、データを

管

理職など一部で共有している

データベースがあり、データを

広く社内に

公開して活用している

データベースはない

単位：％

既存調査

今回調査

0

10

20

30

40

50

外部との連携を検討し

ている

外部との連携に取り組

んでいる

自社の現状の把握・分

析ができていない

基本的に社内で取り組

む

基本的に社内で取り組

む検討をしている

その他

単位：％

既存調査

今回調査
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4.人材育成に向けた環境整備
⑨社員の職務経験や能力に関するデータベースの状況に
ついて、該当するものにチェックをお願いします。

4.人材育成に向けた環境整備
⑩高度専門分野の能力開発に関する外部との連携につい
て、該当するものにチェックをお願いします。

➢ 社員本人の自律性を重視しているため、データ
ベース自体が無いと考えられる。

➢ インタビュー調査では「規模の差」といえる

➢ 社員本人の自律性を尊重している反面、「自社の現
状の把握・分析が出来ていない」こと、そして社内
での取り組みを重視していることから、「外部との
連携」に取り組んでいたり、取り組みを検討する回
答は少ない



0

20

40

60

新入社員研修

若手社員研修（社会人２～

４年目程度）

中堅社員研修(社会人５～９

年目程度)

リーダー社員研修（社会人

10年目程度～管理職就任

前）

シニア社員研修管理職向け研修

経営層向け研修

正社員以外の社員（パー

ト、アルバイト等）向け研

修

その他

単位：％

既存調査

今回調査

0

20

40

60

80

新入社員研修

若手社員研修（社会人２

～４年目程度）

中堅社員研修(社会人５

～９年目程度)

リーダー社員研修（社会

人10年目程度～管理職就

任前）

シニア社員研修管理職向け研修

経営層向け研修

正社員以外の社員（パー

ト、アルバイト等）向け

研修

その他

単位：％

既存調査

今回調査

➢ 中堅社員、現場リーダーの研修を重視し
ていく傾向がある。

➢ 加えて、若手社員研修を今後強化してい
きたい傾向がある

22

5.人材育成の実施状況
直近１年間に実施、または社員を派遣した（社員を受講
させた） 研修・教育訓練の内容・テーマ、今後強化して
いきたい内容・テーマについてお尋ねします。
直近１年間に実施した階層別研修について、について、
該当するものにチェックをお願いします。（複数回答）

5.人材育成の実施状況
直近１年間に実施、または社員を派遣した（社員を受講
させた） 研修・教育訓練の内容・テーマ、今後強化して
いきたい内容・テーマについてお尋ねします。
今後２～３年程度を見据えて強化していきたい階層別研
修について該当するものにチェックをお願いします。
（複数回答）

➢ 中堅社員、現場リーダーの研修を重視
している傾向がある。☚中堅層/ミドル
層を課題とするにリンク

現在 今後



0

10

20

30

40

50

60

70

80

法務、コンプライアン…

コミュニケーション能…

ハラスメント防止

人事、労務、労働法関連

パソコン（ワード、エ…

財務、経理

営業、販売技術・技能の習得・向上

貿易実務

品質管理、生産管理

防災、災害対応

採用力向上、離職防止

その他

単位：％

既存調査

今回調査

0

10

20

30

40

50

60

法務、コンプライア…

コミュニケーション…

ハラスメント防止

人事、労務、労働法…

パソコン（ワード、…

財務、経理

営業、販売技術・技能の習得・…

貿易実務

品質管理、生産管理

防災、災害対応

採用力向上、離職防止

その他

単位：％

既存調査

今回調査
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5.人材育成の実施状況
直近１年間に実施、または社員を派遣した（社員を受講
させた） 研修・教育訓練の内容・テーマ、今後強化して
いきたい内容・テーマについてお尋ねします。
直近１年間に実施した研修・教育訓練の内容・テーマに
ついて、該当するものにチェックをお願いします。（複
数回答）

5.人材育成の実施状況
直近１年間に実施、または社員を派遣した（社員を受講
させた） 研修・教育訓練の内容・テーマ、今後強化して
いきたい内容・テーマについてお尋ねします。
今後２～３年程度を見据えて強化していきたい研修・教
育訓練の内容・テーマについて、該当するものにチェッ
クをお願いします。（複数回答）

➢ 直近で「技術・技能の習得」「品質管理・生産管理」の研修
に派遣するとともに、「コミュニケーション」の研修にも派
遣し、今後も強化を予定している。

➢ コミュニケーションを重視する姿勢を
反映

現在 今後



0

10

20

30

40

50

60

業務効率化、生産性

向上

業務のデジタル化

（DX化）

新規事業開発、マー

ケティング

後継者育成、事業承

継

環境配慮型の事業運

営（GX化）

単位：％

既存調査

今回調査

0

10

20

30

40

50

業務効率化、生産性向上

業務のデジタル化（DX

化）

新規事業開発、マーケ

ティング
後継者育成、事業承継

環境配慮型の事業運営

（GX化）

単位：％

既存調査

今回調査
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5.人材育成の実施状況
直近１年間に実施、または社員を派遣した（社員を受講
させた） 研修・教育訓練の内容・テーマ、今後強化して
いきたい内容・テーマについてお尋ねします。
事業変革に関して直近１年間に実施した研修の内容・
テーマについて、該当するものにチェックをお願いしま
す。（複数回答）

5.人材育成の実施状況
直近１年間に実施、または社員を派遣した（社員を受講
させた） 研修・教育訓練の内容・テーマ、今後強化して
いきたい内容・テーマについてお尋ねします。
事業変革に関して今後２～３年程度を見据えて強化して
いきたい研修の内容・テーマについて、該当するものに
チェックをお願いします。（複数回答）

➢ 「ものづくりなでしこ」の会員企業は、意識が高く・情報リテラシー
も高いと考えられることから、既存調査より、全般的に広いテーマの
研修に社員を派遣し、今後も社員の派遣を予定している。

現在 今後



0

20

40

60

数年先の事業展開を考慮して、

その時必要となる人材を想定し

ながら能力開発を行っている

今いる人材を前提にその能力を

もう一段アップできるよう能力

開発を行っている

個々の従業員が当面の仕事をこ

なすために必要な能力を身につ

けることを目的に能力開発を

行っている

人材育成・能力開発について特

に方針を定めていない

単位：％

既存調査

今回調査

25

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

研修・教育訓練を行う

時間的余裕がない…

研修・教育訓練を担当

する人材が不足して…

研修・教育訓練に関す

るノウハウが不足し…

研修・教育訓練の方針

や計画が無く、体系…

管理職等の育成能力や

指導意識が不足して…

研修・教育訓練の対象

となる社員の意欲が…

研修・教育訓練の方針

や計画はあるが、有…

研修・教育訓練に要す

る資金が不足している

研修・教育訓練をして

も社員が辞めてしまう

研修・教育訓練の効果

が感じられない

特に課題はない

単位：％

既存調査

今回調査

6.能力開発の考え方
社員の研修・教育訓練の実施に際しての課題について、
該当するものにチェックをお願いします。（複数回答）

6.能力開発の考え方 
社員に対する人材育成・能力開発の方針について、該当
するものにチェックをお願いします。

➢ 「時間的余裕がない」と回答した企業は少ない
が、「担当する人材が不足している」ことを課
題としている。しかしながら、計画立てて研
修・教育をしているため「計画がなく・体系
だってない」との回答は少ない

➢ 計画的に人材の能力開発を行う傾向があり、その人材
は内部の人材の能力アップを想定している。

リンク
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0

10

20

30

40

50

60

企業主体で決定

企業主体で決定に近い

労働者個人主体で決定

労働者個人主体で決定

に近い

単位：％

既存調査

今回調査

6.能力開発の考え方
労働者の能力開発方針について、該当するものにチェッ
クをお願いします。

0

20

40

60

日常の業務を通じた教育

訓練

日常の業務を通じた教育

訓練に近い

OFF-JT

OFF-JTに近い

単位：％

既存調査

今回調査

6.能力開発の考え方
重視する教育訓練について、該当するものにチェックを
お願いします。

➢ 「育成」については、社員の自律性を尊重する姿勢
があったが、企業にとって必要な「能力開発」につ
いては、企業主体で、計画的に（前問）取り組む傾
向がある。



0

10

20

30

40

50

60

70

とにかく実践させ、経験させる

仕事のやり方を実際に見せている

仕事の幅を広げている

段階的に高度な仕事を割り振っている

それぞれの従業員に後輩の指導をするよ

うに求めている

仕事を行う上での心構えを示している

会社の理念や創業者の考え方を理解させ

る

身につけるべき知識や能力を示している

会社の人材育成方針について説明してい

る
目指すべき仕事や役割を示している業務に関するマニュアルを配布している

個々の従業員の教育訓練の計画をつくる

専任の教育係を付ける

仕事について相談に乗ったり、助言して

いる

仕事を振り返る機会を与える

今後の職業人生について相談に乗ってい

る

キャリア形成を支援するメンターを配置

している

その他

何も行っていない

単位：％

既存調査 今回調査
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6.能力開発の考え方
日常の業務のなかで、従業員に仕事を効果的に覚えてもらうための取り組み（OJT）について、該当するものに
チェックをお願いします。（複数回答）

➢ 後輩の指導、仕事
の割り振りなど、
組織運営に必要な
能力開発を重視す
る傾向がある。

➢ 事業承継（近藤、
2021ab）でも見
られたが、女性経
営者は2代目以降
であることが多い
ため、創業者の想
いである経営理念
の継承を重視する
傾向にあり、能力
開発でも重視して
いることが分かる。



0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

業界団体

自社

民間教育訓練機関

職業能力開発協会、労働基準協

会、公益法人

親会社・グループ会社

商工会議所など地域の経営者団体公共職業訓練機関

事業所で使用する機器等のメー

カー

専修学校・各種学校

高専、大学、大学院等

その他

単位：％

既存調査

今回調査
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既存調査 今回調査

実施した 34.2 76.6

実施しなかった 65.8 25.5

6.能力開発の考え方
OFF-JT の実施状況について、該当するものに
チェックをお願いします。

6.能力開発の考え方
OFF-JT の実施主体について、該当するものにチェックを
お願いします。（複数回答）

➢ OFF-JTを実施した企業
の割合は多く、「民間教
育訓練機関」や「商工会
議所など地域の経営者団
体」を活用している。
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0

10

20

30

40

50

60

70

指導する人材が不足してい

る

人材育成を行う時間がない

育てがいのある人材が集ま

らない

人材を育成しても辞めてし

まう

特に課題はない

育成を行うための予算がな

い

人材育成の方法がわからな

い

適切な教育訓練期間がない

技術革新や業務変更が頻繁

なため、人材育成が無駄…

その他

単位：％

既存調査

今回調査

6.能力開発の考え方
人材育成・能力開発における課題について、該当するも
のにチェックをお願いします。（複数回答）

➢ 「ものづくりなでしこ」の会員企業は相対的に人材採用が出来ている企業が多いと考え
られ、人材育成・開発については、対象である人材に対しての課題（「育てがいのある
人材が集まらない」「人材を育成しても辞めてしまう」「人材育成を行う時間がな
い」）は課題として相対的に低いものの、指導する側の人材不足が課題との回答が多い
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10

20

30

40

50

60

70

80

大幅に増やしたい （現在よ

り３割以上の増）

ある程度増やしたい

（現在より１割～２割の増）

増減なし、現状維持

ある程度減らしたい

（現在より１割～２割の減）

大幅に減らしたい

（現在より３割以上の減）

その他

単位：％

既存調査

今回調査

30

7.人材教育の計画について
①研修・教育訓練の年間計画や人材育成に関する中長期
的な方針・計画の策定状況について、該当するものに
チェックをお願いします。

0

5

10

15

20

25

30

35

年間計画、中長期的な方

針・計画ともに定めてい

る

年間計画は定めている

が、中長期的な方針･計

画は定めていない

年間計画は定めていない

が、中長期的な方針･計

画は定めている

年間計画、中長期的な方

針･計画ともに定めてい

ない

その他

単位：％

既存調査

今回調査

7.人材教育の計画について
②社員の研修・教育訓練に係る対象者一人当たりの予算
について、 今後２～３年程度を見据えてどのようにして
いきたいか、該当するものにチェックをお願いします。

➢ 人材育成に関する計画の策定に、差はみられない
ものの、、、

➢ 1人当たりの予算については、増額予定と回答した
企業が多く、人材育成に注力している企業が多い
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8.人材教育について
社員の研修・教育訓練の実施に際しての課題 について、該当するものにチェックをお
願いします。（複数回答）

0

10

20

30

40

50

研修・教育訓練を行う時間的余裕がない(業務多忙等)

研修･教育訓練を担当する人材が不足している

研修･教育訓練に関するノウハウが不足している

研修･教育訓練の方針や計画が無く、体系的に行われていな

い

研修･教育訓練の対象となる社員の意欲が低い

管理職等の育成能力や指導意識が不足している

研修･教育訓練の方針や計画はあるが、有効に機能していな

い

研修･教育訓練をしても社員が辞めてしまう

研修･教育訓練に要する資金が不足している

研修･教育訓練に対する経営層の理解が低い

研修・教育訓練の効果が感じられない

その他

単位：％

既存調査 今回調査
➢ 社員本人の自律性を尊重する人材育成を基本としつつ、人材育成の機会

も予算も現在も厚く、今後も増加させていく企業が多いため、人材教育
について課題と考えている項目は少ないことが顕著である
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20

30

40

50

60

70

ミドルマネジメント層の負担が過重になっている

次世代の経営を担う人材が育っていない

中堅社員が小粒化している

難しい仕事に挑戦する人が減っている

新価値創造・イノベーションが起こせていない

職場の一体感が損なわれている

職場ぐるみで人材育成をする風土がなくなっている

新人・若手社員の立ち上がりが遅くなっている

優秀な人材が流出している

企業理念・ビジョンに沿った行動が実践されていない

従業員の経営への信頼感が低下している

やりがいのある仕事が減っている

経営の意思決定が遅くなっている

中高年の社員の活躍する場が減っている

単位：％

既存調査 今回調査
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1.組織管理について
御社の組織課題（特に管理者層）について、該当するものにチェックをお願いします。
（複数回答）

➢ 組織管理の課題につ
いては、既存アン
ケート企業に比べて
すべての項目で相対
的に低い

➢ 特に、人材面・人材
のモチベーション面
を課題とする企業は
殆どない

➢ 一方で、人材育成・
教育でも課題となっ
ていた「指導する人
材（ミドル層）」の
負担と「次世代の経
営を担う人材」（若
手幹部層）の人材育
成・教育が課題と
なっている

③「管理・昇進」に関するアンケート調査
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1.組織管理について
管理職（管理者層）に期待していること・管理職の役割について、該当するものにチェックをお願いします。
（複数回答）

0

10

20

30

40

50

60

70

メンバーの育成

メンバーの育成キャリア形成・選択の支援

部署内の人間関係の円滑化

業務改善

担当部署の目標達成/業務完遂

メンバーの多様な働き方への対応

会社・事業の戦略テーマ（重点テーマ）の推進

学び合う風土づくり

担当部署のコンプライアンス・勤怠管理の徹底

期待していることはない

新価値創造・イノベーションの創造

その他

単位：％

既存調査 今回調査

➢ 「管理職（管理者
層）」への期待で
は、業務や担当部
署のこと、経営幹
部としての会社の
経営と戦略は当然
のことながら、人
材育成・教育の基
本となる風土づく
り（学び合う風土
づくり）を役割と
して期待している。

➢ 管理職への期待は
高く、業務と人材
育成に注力して欲
しいと考えている。
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1.組織管理について
マネジメント業務（管理者層）で難しいと思っていることについて、該当するものにチェックをお願いします。
（複数回答）

0

10

20

30

40

50

60

70

メンバーの育成・能力開発をすること

既存業務に取り組みつつ、新しい挑戦を行う

こと

自部署の業績・目標を達成すること

効率化のために仕事の進め方などを改善する

こと

メンバーの仕事に向けたやる気を高めること

メンバーの心身のコンディションのケアをす

ること

組織全体で取り組むべきことを問題ていきし

ていくこと

職場のチームワークを高めること

他部署や社外との関係を作り、連携を促進す

ること

メンバーの希望するキャリアや働き方を実現

すること

コンプライアンスや労働管理を徹底すること

あてはまるものはない

単位：％

既存調査 今回調査
➢ 「管理者層」のマ

ネジメント業務と
して、難しい業務
と感じている項目
は少ない（自社の
管理者層の能力を
高く評価している
と推測される）

➢ 一方で、新しい挑
戦を行うことにつ
いては、期待して
いるが、難しいと
も感じている

➢ これは、人材育
成・教育でミドル
層の能力開発を課
題としていること
と一致している。



既存調査 今回調査 既存調査 今回調査

組織の目標・方針の共有 組織間での信頼関係の構築と折衡・調整

そう思う 36.9 20.5 そう思う 29.9 14.3

どちらかというとそう思う 56.7 61.4 どちらかというとそう思う 57.4 64.3

どちらかとういうとそう思わない 6.0 15.9 どちらかとういうとそう思わない 12.0 19.0

そう思わない 0.4 2.3 そう思わない 0.7 2.4

適時・適切な判断と柔軟な見直し 部下のキャリア形成や人材育成に対する支援

そう思う 53.3 18.6 そう思う 16.1 18.2

どちらかというとそう思う 43.7 67.4 どちらかというとそう思う 58.5 43.2

どちらかとういうとそう思わない 1.0 11.6 どちらかとういうとそう思わない 23.6 34.1

そう思わない 0.0 2.3 そう思わない 1.8 4.5

課題把握に基づく業務間の優先順位付け ワークライフバランス意識の浸透や多様な人材活用

そう思う 39.4 22.7 そう思う 26.8 13.6

どちらかというとそう思う 56.4 65.9 どちらかというとそう思う 58.2 65.9

どちらかとういうとそう思わない 4.1 9.1 どちらかとういうとそう思わない 14.2 22.7

そう思わない 0.1 2.3 そう思わない 0.7 0.0

新たな課題に積極的にチャレンジする思考の浸透 コスト意識を重視した業務運営や回改善・改革

そう思う 20.5 16.3 そう思う 19.7 18.6

どちらかというとそう思う 58.2 30.2 どちらかというとそう思う 62.8 55.8

どちらかとういうとそう思わない 19.0 51.2 どちらかとういうとそう思わない 17.0 25.6

そう思わない 2.2 2.3 そう思わない 0.4 0.0

適切かつ柔軟な業務分担 公平・公正な業務執行に対する組織意識の向上

そう思う 26.5 14.0 そう思う 47.1 16.3

どちらかというとそう思う 61.0 53.5 どちらかというとそう思う 49.4 58.1

どちらかとういうとそう思わない 12.2 30.2 どちらかとういうとそう思わない 3.4 25.6

そう思わない 0.3 2.3 そう思わない 0.1 0.0

部下との積極的なコミュニケーション

そう思う 36.3 11.6

どちらかというとそう思う 54.6 62.8

どちらかとういうとそう思わない 8.9 23.3

そう思わない 0.1 2.3
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1.組織管理について
管理職（管理者層）が
マネジメント行動を執
れていると思う割合に
ついて、該当するもの
にチェックをお願いし
ます。

➢ 「新たな課題に積極
的にチャレンジする
思考の浸透」につい
ては、前問と同様
「どちらかというと
そう思わない」と回
答した企業が多く
なっている

➢ また、ミドル層の課
題からか「部下の
キャリア形成や人材
育成に対する支援」
で「どちらかという
とそうは思わない」
が相対的に多くなっ
ている

➢ 管理職は「部下のキャリア形成や人
材育成に対する支援」が十分でない
と考えている傾向がある
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2.管理職（管理者層）の役割について
管理職（管理者層）の役割として重要と思う順位を回答（順位にチェック）してください。
※グラフは第1位のみを比較

0

10

20

30

40

50

60

組織運営の方向性の提示

適切な業務分担など、チームワー

クの実現

職場内のコミュニケーションの活

性化

新たな課題にチャレンジする組織

風土の形成

長期的なキャリア形成を 見据えた

効果的な人材育成
コストを意識した業務管理

ワークライフバランスの重視と、 

多様な人材の活用などダイバー…

服務規律の遵守など、組織の統率

の維持

その他

単位：％

既存調査 今回調査

➢ 「組織運営の方向性の提
示」が相対的に低く、
「職場内のコミュニケー
ションの活性化」が相対
的に高くなっている

➢ これについて相対的に低
いが、これは「会社・事
業の戦略テーマの推進」
を役割として重要視して
いるのと反対に

➢ アンケート回答企業は、
組織に対して、会社や事
業の戦略を推進するため、
組織内でのコミュニケー
ションの活性化を役割と
して期待していると考え
られる。



0

20

40

60

80

100

決断力がある

責任感がある

全体最適で行動できる

対話力がある

柔軟性がある

忍耐力がある

先見性がある自己を客観視できる

胆力がある

自分事化できる

好奇心がある

その他

特になし

単位：％

既存調査

今回調査
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昇進・昇格に関する意識調査

3.管理職（管理者層）の適性と評価について
経営者として評価する管理職に向いている人の特徴について、該当するものにチェックをお願いします。
（複数回答）

➢ 既存調査と比較して、多くの項目を重要視していることが分かる☚管理職に求めているレベルが高いといえる
➢ 特に、責任感と対話力（コミュニケーション能力）を評価項目に挙げている



0

10

20

30

40

50

60

70

80

方向性の提示

創造的な組織づくり

判断・調整・優先順位付け

コミュニケーション

組織力の発揮

人材育成

ワークライフバランスとダ

イバーシティ

コスト意識

組織の規律維持

管理職のマネジメント能力

開発を支援する機会・情報

提供

人事評価制度を活用した管

理職による的確なマネジメ

ントの実現

管理職自身によりマネジメ

ントを変革させるための方

策

管理職の働き方

人事異動

病欠・メンタル問題

パワーハラスメント

その他

単位：％

既存調査

今回調査
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3.管理職（管理者層）の適性と評価について
管理職（管理者層）として必要な意識や取組、工夫について、該当するものにチェックをお願いします。
（複数回答） 

➢ 会社と事業の戦略テーマの推進のた
め、方向性の提示を部署内に示すこ
とが求められている。そのためにも、
コミュニケーション能力を適正とし
て重要視している。☛その結果として、
組織能力の向上（創造的組織づくり、
組織力の発揮など）を期待して傾向
がある。

➢ 新しいことにチャレンジすることが
課題として挙げられており、「創造
的な職場づくり」が役割として挙げ
られている。

➢ 一方、「ワークライフバランスとダ
イバーシティ」は低く、これは前述
のように女性経営者は「当たり前」
と考えている可能性がある。



４．インタビュー調査によるアンケート調査全体の考察
４．１ ①「採用」に関するアンケート調査全体の考察
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⑴人材不足への対応について
• インタビュー調査をした経営者の複数から、中小企業は慢性的な人材不足にあり、既存の従業員

を活用するしかないと言う声を聞いた。また、インタビューを実施した複数の経営者から、優秀
な人材は高卒であっても、大卒であっても、大企業に優先的に取られてしまうという言う声を聞
いた。この時に優秀な人材の優秀とは、技術的な側面ではなく、社会人基礎的能力のことを指す
という。したがって、人材不足の中で、人材採用ではなく既存の従業員に期待することを優先す
るが、社会人基礎的能力が低い従業員が多いため、従業員の自主性に期待をせず、粘り強く、従
業員に寄り添いながら、時に矯正しながら、従業員の人材育成・能力開発を行っていくという特
徴がある。中小企業においては、優秀な人材が入ってこないということは一般的（男性経営者、
女性経営者の差はない）であるが、人材採用に切り替えることなく、粘り強く既存の従業員の育
成にコミットする経営者の姿は、女性経営者の特性であるといえるだろう。

⑵人材採用について
• 男性経営者は、中小企業が大手企業に入れなかった人材を採用せざるを得ないとしても、従業員

の自主性に任せて人材育成を行う傾向を既存アンケート調査から読み取れる。したがって、出来
が悪い従業員や期待値まで達しない従業員が多い場合は既存の従業員を伸ばすことよりも、新た
に採用することを優先する。一方で、女性経営者は、優秀でない従業員とはっきりと認識した場
合でも諦めることなく、既存の従業員に対して粘り強く人材育成をするため、採用を重視するこ
となく、既存の従業員の人材育成に注力する。
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４．インタビュー調査によるアンケート調査全体の考察
４．２ ②「育成・教育」に関するアンケート調査全体の考察

⑴人材育成についての考え方（基本方針）の違い
• 男性経営者は、従業員の自主性に任せ、制度を用意し、制度を用意するために、外部機関を活用

し、労働時間外で実施するようにするが、実際の実施率は低い。一方、女性経営者は、従業員の
自主性に任せず、制度を用意せず、経営者自ら従業員が参加すべき社外研修を選択し、労働時間
内で実施するようにするため、実際の実施率は高い。これは前述のように、中小企業が採用でき
る人材は質的に劣ることから、従業員の能力、特に社会人基礎的能力を信用していないため、従
業員の自主性には、任せず、従業員が学ぶべき研修について、会社主体で指示をし、時間内で行
かせるのである。

⑵人材育成について
• 男性経営者は、従業員の能力を重視し、従業員の自主性を重視するため、社外を中心に人材育成

制度を整え、自主性であるため労働時間外で(従業員が必要と捉えれば業務を効率化又は削減し
て時間を作って)、研修に行くことを優先する。しかし、実際は能力の低い従業員や意識の低い
従業員は時間があっても学びに行かないため、実施率が下がる。一方、女性経営者は、従業員の
能力の低さを認識し、ゆえに会社主導の人材育成を中心とし、社外の人材制度には信頼を置かず、
社内の人材育成を優先し、社内の会社主導の人材育成であれば、労働時間内で人材育成を行うこ
とを優先する。したがって、実施率が高まる。男性経営者の人材育成は「形を整え、自主性に任
せる」のに対して、女性経営者の人材育成は「形を気にせず、会社主導を行うことで実を取りに
行く」のである。
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⑶「学ぶ姿勢」、学習プロセスを重視する女性経営者
• 女性経営者は、「学ぶ姿勢」、つまり従業員の意識・意欲を重視していることが明らかになった。ただ、イ

ンタビュー調査では、「学ぶ姿勢」だけでは不十分であり、意識が変わるためには「自分は成長しなければ
ならない」や「自分には足りないことがある」などに“気付くこと”が大事であるといえる。しかし、中小企
業に採用される人材は大企業に採用される人材に比べて能力的に劣るため、“気付かない”のである。した
がって、中小企業の経営者は若手の人材育成に、諦めることなく、辛抱強く、粘り強く、取り組む必要があ
る。ある女性経営者は、赤子が立ち上がり、そして歩き出すのを見守る母親のように、若手従業員に手を差
し伸べるのではなく、やりたいことをやらせていき、信じて、辛抱強く見守る必要があるという。まさに、
これは母性であるという。同社では、社外での研修制度について制度化を進めているが、制度化を進めてい
るのは男性の管理職層であるという。しかし、インタビュー調査に対応いただいた女性経営者は、制度化を
しなくても良いと考えている。

• インタビュー調査では、男性経営者は、制度を用意して、受けるか受けないかは従業員自身に任せる（従業
員の自主性）。つまり、男性経営者は『形を整える』ことを優先する。一方で、女性経営者は、使わない制
度には意味が無いと考えて、本当に意味があると考える制度は経営者自身が判断して、従業員に提案する。
つまり、女性経営者は『実を取る』ことを優先する。女性経営者のやり方は、従業員が「自分に投資しても
らえる」との意識が生まれると考えられる。男性経営者は、社内外の自己啓発の制度を整え、時間外で時間
を作り出して受講することを志向するが、女性経営者は「時間を作り出したとしても、どうせ学ぶ時間に充
てない」と期待に対する低さから、制度を活用した自己啓発に否定的である。ある経営者は、制度を整える
ことより、従業員の意識を改革するほうがより重要であるという。

• インタビュー調査からは、男性経営者は短期的視点で、コスパで考えて、人材育成に投資をすればいくら儲
かると考える人が多いが、女性経営者は、従業員は子供と一緒で、人材育成は子育てと一緒と考えている。
そして、人材育成の結果は「後からついてくる」と考えている女性経営者が多い。



42

４．インタビュー調査によるアンケート調査全体の考察
４．３ ③「管理・昇進」に関するアンケート調査全体の考察

• 管理職に対する「期待」や「難しさ」、「役割」ついての既存アンケート調査についての結果を、
インタビュー調査から補うと、男性経営者の多くは管理職のことを行う（兼務する）ことができ
るため、自身と比較して考慮する傾向があり、自身より優秀な人材（いわゆる『出る杭』）を
「打つ」傾向があるといえる。一方、女性経営者は、自身が技術や技能を持っていない（事業承
継の調査でも明らか（近藤、2021ab））ことから、自身と比較することなく、管理職に様々な
役割を担ってもらうことを期待しており、『出る杭』は「伸ばしたい」と考えている傾向が明ら
かになった。これは母性であると回答した女性経営者が複数いたのである。

• 自発的に考えて、自ら行動できる優秀な人材（高卒、大卒等の学歴に関係なく）優秀な人材は、
大手メーカーに就職してしまうと考えられる。大企業の人材育成ならば、従業員の自主性を優先
し、制度を整え、自主性制度を活用する従業員を積極的に支援することで、人材育成が効果的に
進むといえるだろう。しかし、中小企業では、自発的に考えて、自ら行動できる質の高い人材を
採用することは困難であり、従業員の自主性に任せて、制度を整えて、人材育成を実施するより、
会社主導で、労働時間内に、会社が支援をすることによる人材育成の方が効果的であるといえる。
これは、大企業の人材育成、男性経営者の人材育成が、従業員の能力を重視して、能力を伸ばす
方向で形成されているのに対して、もの、今回のアンケート調査及びインタビュー調査の企業の
多くは、従業員の個性を把握し、見守ることによる人材育成（母性的な人材育成）といえるだろ
う。そしてこの人材育成が、ものづくり中小企業の女性経営者の人材育成には適していると、筆
者は考える。
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５．「ものづくり中小企業の女性経営者の人材戦略」についての考察
５．１ 大企業と中小企業の人材の質的格差の影響

• 優秀で、自分で考えて行動できる人材は、大企業に採用されてしまう。中小企業が採用できる人材は
質的には劣るのが現状である。したがって、素質を見抜き、諦めることなく、粘り強く、育成に取り
組むことで、人格形成、つまり人間的な成長を行う必要がある。中小企業の若年層の人材育成は、ま
さに人格育成、人間力育成であり、技術や技能の習得はその後の取り組みであるといえる。そして、
この人格形成において、若手従業員の素質を信じ、諦めずに、粘り強く行うのは母性を持つ女性経営
者の特徴であることが、アンケート調査からも、インタビュー調査からも明らかになったといえる。
ある経営者は、大企業は会社の資金をかけなくても「自ら動く（学ぶ）」従業員が多いが、中小企業
は資金不足から育成に資金をかけられなかったこと、「自ら動く（学ぶ）」従業員が少ないことから
会社の支援（OFF-JT）だと従業員の身にならないことが多い。同社でも、資格を重視し、自己申告制
を採用しているが、チャレンジする風土になっていない時は育成が進まなかった。ただし、これは性
差の問題よりも、大企業と中小企業の規模の格差からくる人材の質的格差に由来するもので、従業員
の個性に属する課題と考えられる。またある経営者は、中小企業は、採用できる人材の能力は大企業
に比べて劣る。最初のベースが大企業と違うのである。中小企業で採用できる人材、中小企業に入っ
てくる人材は、学ぶ機会も少なかったし、学ぶやり方が分からない人材も多い。しかし、機会を与え
れば目が出る人は少数であるが出てくる。この人の意識と行動が変わることで、変わった人が周りを
巻き込んでいく。したがって、企業が『場』を最初に用意する必要がある。

• 中小企業は、大企業に優秀な人材が取られているため、優秀でない人材をどう育てるかが、課題と
なっている。インタビュー調査に対応していただいた経営者は、若い人材が「この会社に入ったらど
れだけ成長するのか」と考えて、人材育成を重視している。
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５．「ものづくり中小企業の女性経営者の人材戦略」についての考察
５．２ 「建前」と「本音」

• 男性経営者は、理想が高く、しかし計画を立てずに、突発的に人材育成を実施するた
め、現場の反発を受けることが多々あるという。また、男性経営者は、ワンマン経営
であり、学びは自発的に、自分のためにするのだから時間外で対応すべきと考える。
一方で、女性経営者は、計画を立てて実施し、実を結べばよいと考えている。

• 男性経営者の多くも、「人材育成が最も重要だ」と言う。例えば、「日本でいちばん
大切にしたい会社大賞」の内閣総理大臣賞を受賞している富士メガネの会長の金井昭
雄氏は、「人財教育・育成はまさに私が果たすべく最も中心的な役割です。」と述べ
ている 。金井氏は、おそらく実践されているからこそ、内閣総理大臣賞を受賞できて
いる。つまり建前と本音が一致しているが、既存アンケート調査の回答結果は多くの
男性経営者の企業は建前と本音が違っていることを示している。一致している企業が
少ないからこそ、実践している企業が少ないからこそ、富士メガネは受賞できたのか
もしれない。

• 男性経営者は、「形」は整えたから、従業員自ら、時間外で「お前（従業員）ががん
ばれ」となる。つまり、男性経営者は「形」を作ることを優先する。一方で、女性経
営者は、必要なら会社主導で研修に行かせる（業務指示）。つまり、女性経営者は
「実」をとる。



• なでしこ会員の経営者の多くは理念経営／経営組織論的経営／日本型又はドイツ型経営を志向して
いるが、インタビュー調査のある経営者は戦略経営／競争戦略論的経営／米国型経営を志向してい
るといえ、既存アンケートの回答（男性経営者の回答）と一致することが多かった。

• 経営戦略論は、競争戦略論（ポジショニング学科学派、戦略経営）と経営組織論（ケイパビリティ
学派、理念経営）に大別できる が、インタビュー調査対象企業の多くの経営者を中心にものづくり
なでしこ会員の経営者の多くは、経営組織論的な人材戦略を（採用・育成・管理）を実践している
といえる。
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５．「ものづくり中小企業の女性経営者の人材戦略」についての考察
５．３ 競争戦略論的な「人材戦略」と経営組織論的な「人財戦略」

■戦略経営と理念経営の人材（人財）の捉え方
競争戦略においては、人材を資源
（ヒューマン・リソース、ツー
ル）と捉えるのに対して、経営組
織論では人材（人財と書くことが
多い）は人的資産、いわば財産と
捉える。筆者は、経営戦略論の中
でも競争戦略論（特に国際戦略経
営論）を専門としていることから、
タイトルを「人材戦略」としたが、
本研究のタイトルは「人財戦略」
としても良いといえるだろう。
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６．おわりに：女性経営者のものづくり中小企業のへの本研究成果の活用

• 事業承継の担い手として女性が増えること、今後増えた女性経営者自身の事業承継が問題になることを踏ま
えて、女性経営者による事業承継を研究テーマとしたのが近藤（2021ab）である。そして、本研究では、
女性経営者が増えたことで、女性経営者の特性を活かした人材戦略モデルの構築が必要になると考えて研究
テーマを設定した。

• 女性経営者が、男性経営者の人材育成をまとめた研究成果を活用して、自社の人材育成をすると、自身の特
性に合わない人材育成をすることになり、矛盾が生じ、結果として人材育成がうまくいかないことが想定さ
れる。例えば、早稲田大学ビジネススクール教授の入山章栄氏は、「「人財戦略」のための課題は「人材の
育成・成長」「成長のためのモチベーションづくり」「内発的動機の醸成」「企業文化の醸成」の４つ」と
述べており 、この考えは本稿と大きな相違はない（つまり、男女の性差は大きく影響しないといえる）。し
かし、人材（人財）戦略を実施するための戦術レベルや作戦レベル、戦闘レベルでは、男性経営者と女性経
営者ではその特性から相違があることが本研究結果から浮かび上がった。その意味において、本研究は、女
性経営者の人材育成に焦点を当てており、女性経営者がますます増える今後においてより重要度を増す研究
成果といえる。インタビュー調査ではある経営者から、先代経営者（男性、父親）は典型的なトップダウン
型の男性経営者であるという。同氏からは、「このアンケート結果について『やっぱり』という感想であ
る」との言葉をいただいた。また、「アンケート結果をから自分たちがやってきたことが間違いでなかった
という『安心感』を得た」との言葉もいただいた。

• 先行研究を振り返ると、ものづくり中小企業の男性経営者の人材戦略が、現在の中小企業の人材戦略として
研究成果としてまとめられ、発表されていることが多い。女性経営者がこれらの研究成果を学べば、違和感
を覚えることが多く、さらに女性経営者に向かない人材戦略を採用してしまい、人材戦略に失敗する可能性
もありえる。本研究が、女性経営者のための「ものづくり中小企業の女性経営者の人材戦略モデル」の一部
を明らかにできたことで、女性経営者にとっての人材戦略の指針となることを期待している。
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